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研究要旨  
【背景・研究目的】  
平成 25 年～26 年度の本研究事業では、平成 18 年－20 年度、平成 21－22 年度の本研究事
業によって作成・検討されたシックハウス症候群の新しい臨床分類と診断基準に基づいて、シ

ックハウス症状を訴える医療機関受診者を対象として、個別特性に関する医学的予備調査を行

った。その内容は、患者背景、受診までの診療経過、建物内空気環境測定結果、質問票調査、

アレルギー検査、精神疾患の診断項目、更年期障害評価などを用いた情報を分析し、担当医師

が臨床分類と診断基準に基づく診断を行い、同意の得られた患者に対して、主として脳科学的・

精神医学的（心身医学含む）・アレルギー学的なアプローチを行い、得られた情報を集計して

診断基準の妥当性と標準化に関する検証を行った。その結果、シックハウス症候群は、化学物

質の中毒学的な見地（量ー反応関係）から患者の病態を説明することが困難な場合が多く、ま

た身体表現性自律神経機能障害を認める例、アレルギー性疾患の合併も相当数考慮する必要性

のあることが分かり、これまでの臨床分類と診断基準では、十分な医学的対応が出来ないこと

が抽出された。本研究では、さらに診断基準の項目の重み付けを行い、診断基準の精度を高め、

診断基準に基づく狭義のシックハウス症候群の実態把握に基づき、医療機関に受診する多様な

患者集団に対する診療上の混乱、医療政策上の混乱を是正するために、標準化された診断 -治療
-対策ガイドラインの基礎資料を作成すること、更には、本症候群に対する医療政策の根幹につ
いて提言することを目的とする。  
【研究結果・考察】  
 研究分担者が検討したシックハウス症候群の診断ガイドライン作成に資する基礎資料を得

るための結論として、１）主訴の８割が MM040 質問紙票の 13 症状で説明できることが判明
し、新築、転居、改修、新備品等の使用についても多くが該当、狭義の診断基準にも一定の意

義があることを示唆した。２）ある種の化学物質やいわゆる‘シックハウス’の状態は、アレ

ルギー疾患を悪化しうると考えられた。今後、いわゆる‘シックハウス’おけるアレルギー疾

患の再燃、悪化について、どのように考え、言及、診断するか、検討、討議し、コンセンサス

を得る必要がある。３）建材、建材関連品等から放散する不快な匂いを嗅いでいる時は、内側

前頭葉一大脳基底核の強いネットワークが認められたことから、居住空間の臭気対策の重要性

が示唆された。４）指針値の設置等により室内空気質は改善傾向にあるが新たな化学物質の課

題や，従来あまり検討されてこなかった化学物質において，使用化学物質の変化，生活様式の

変化等により，一定の比率で高濃度曝露があり，今後の継続したモニタリング評価が必要であ

ると思われた。今後、いわゆる‘シックハウス’おけるアレルギー疾患の再燃、悪化について、

どのように考え、言及、診断するか、検討、討議し、ガイドライン作成に向けたコンセンサス

を得る必要があると結論づけられた。  
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分担研究者別研究成果概要 

〇角田正史、宮島江里子研究分担者 

平成 27 年度： 

シックハウス症候群の診断に資する資料

を得るため、MM040 質問紙票によりシッ

クハウス症候群症状有りとされる患者と、

主訴を基に狭義の診断基準に合致すると判

断される患者が、シックハウス症候群又は

化学物質過敏症の疑いで受診した患者でど

の程度存在するか、また判断が一致するか

を明らかにすることを目的とした。 

方法はシックハウス症候群または化学物

質過敏症の疑いで専門医療機関を受診した

患者に対して、質問紙票調査を行った。質問

紙票は MM040 質問紙票（シックハウス症

候群関連症状 13項目の有無、頻度及びその

症状が特定の場所に関連するか）、患者の受

診理由（主訴）が特定の場所に関連するか及

びそれが新築、改築等に関連するか（シック

ハウス症候群の狭義の診断基準に合致）の

質問を含んでいる。両者からシックハウス

症候群相当患者を判断し、それぞれの判断

の関連を検討した。 

患者群 60 人における、 MM040 質問紙

票によるシックハウス症候群の症状が一つ

以上あり、それが特定の場所と関連してい

る患者は 39人(65.0%) であった。受診理由

（主訴）が特定の場所に関連しているかに

よって、シックハウス症候群と判断される

患者は 34 人(56.7%)であった。特定の場所

と関連している主訴のきっかけが、転居、建

物の新築、改築による患者（狭義の診断基

準）は 18人（30.0%）であった。MM040質

問紙票でシックハウス症状有りとされた

39人の内、28人は主訴が特定の場所と関連

としたが、11人は特定の場所と関連とは回

答しなかった。見方を変えると、主訴が特定

の場所と関連と回答した 34 人のうち６人

は、MM040質問紙における 13のシックハ

ウス症状の一つも特定の場所と関連すると

は答えなかった。 

MM040 質問紙票によるシックハウス症

候群の症状が一つ以上あり、それが特定の

場所と関連する場合をシックハウス症候群

とした判断と、主訴が特定の場所に関連す

ることでシックハウス症候群とした判断に

は必ずしも一致を見なかった。シックハウ

ス症候群を MM040 質問紙票で判断する場

合、主訴が 13項目にない可能性を考慮する

必要がある。場所と関連する 13項目の症状

があっても重要でない可能性と、逆に主訴

である症状を見落とす可能性がある。主訴



のきっかけが転居、建物の新築等によると

いう狭義の判断基準を入れるとシックハウ

ス症候群患者は限定される。但し MM040

質問紙票によるシックハウス症候群の症状

が一つ以上あり、それが特定の場所と関連

する患者は 65％で、昨年の一般集団におい

て見られた 17%より高く、MM040 質問紙

票の問診項目にある症状は一定の診断意義

は有すると考える。 

平成 28年度： 

シックハウス症候群の診断に資する資料

を得るため、狭義のシックハウス症候群の

診断基準を質問する MM040 質問紙票の項

目が、シックハウス症候群の診断に寄与す

るかどうか明らかにすることを目的に、シ

ックハウス症候群の疑いで専門医療機関を

受診した初診患者において検討した。 

方法はシックハウス症候群の疑いで専門

医療機関を受診した初診患者 66 人に対し

質問紙票調査を行った。質問紙票はMM040

質問紙票（シックハウス症候群関連症状 13

項目の有無及びその症状が特定の場所に関

連するか）、患者の受診理由（主訴）が特定

の場所に関連するか、主訴が新築、転居、改

修、新備品または新日用品の使用に関連す

るか（シックハウス症候群の狭義の診断基

準に合致）、受診の原因となった特定の場所

の環境測定の有無、精神症状の質問を含ん

でいた。 

受診群において MM040 質問紙票の 13

症状が特定の場所で出現し離れると消失す

る頻度は、13 症状それぞれ 13.1~40.0%の

範囲で、最多は咳であった。いずれか一つの

症状が特定の場所で出現し離れると消失す

るのは 46 人(69.7%)であった。一方、受診

理由（主訴）が特定の場所に関連している患

者は 39人(59.1%)であった。この 39人のう

ち、MM040 質問紙票のいずれか一つの症

状が特定の場所で出現し離れると消失する

と回答したのは 31人であった。見方を変え

ると、MM040 質問紙票のいずれか一つの

症状が特定の場所で出現し離れると消失す

る 46 人の内、15 人は主訴が特定の場所と

関連するとは答えなかった。主訴が特定の

場所に関連している患者の発生場所は、住

居 22人、職場８人の順であった。また主訴

が新築、転居、改修、新備品または新日用品

の使用に関連するかに関しては 39 人中 22

人が該当した。主訴に関連する特定の場所

の環境測定に関しては、測定が行われて異

常値が検出されたのが７人であった。また

主訴が特定の場所と関連することと不安な

どの恐れで人混みを避けることが有意に関

連していた。 

 シックハウス症候群の疑いで受診した患

者の内、６割が主訴が特定の場所と関連と

答え、また 7割がMM040質問紙票のいず

れか一つの症状が特定の場所と関連と回答

した。クロス集計から主訴が特定の場所と

関連した者の８割が、MM040 質問紙票の

いずれか一つの症状が特定の場所と関連す

ると回答し、主訴の８割が MM040 質問紙

票の 13症状で説明できることになる。新築、

転居、改修、新備品等の使用についても 22

人が該当し、狭義の診断基準にも一定の意

義があることを示唆した。 

 

〇高野裕久分担研究者 

平成 27年度： 

化学物質曝露により発症する狭義のシッ

クハウス症候群は、建物内における化学物

質の関与が想定される皮膚・粘膜症状や頭



痛・倦怠感等の多彩な非特異的症状群であ

り、明らかな中毒、アレルギーなど、病因や

病態が医学的に解明されているものを除く

と定義されている。一方、化学物質、例えば、

建物内における化学物質曝露が、既存のア

レルギー疾患の再発、再燃や悪化と関係し

うることは、臨床的にもしばしば経験され

る。しかし、「明らかな中毒、アレルギーな

ど、病因や病態が医学的に解明されている

ものを除く。」という立場を取ると、アレル

ギー疾患患者や既往者における、アレルギ

ー症状の再燃や悪化は、アレルギー疾患そ

のものによる症状であり、建物内の化学物

質との関係の有無は問われない可能性が残

る。換言すれば、「アレルギー疾患患者や既

往者には、狭義のシックハウス症候群は起

こりえない。」と言う考え方にもつながりう

る。こうした背景から、化学物質曝露とアレ

ルギー疾患の関連、特にアレルギー疾患の

再燃や悪化について、情報・知識を共有し、

コンセンサスを得るため、シックハウス症

候群とアレルギー疾患、化学物質とアレル

ギー疾患に関する研究論文を検索した。さ

らに、今年度は、アレルギー疾患の中でも、

気管支喘息、あるいは、アトピー性皮膚炎に

関する研究論文も加えて検索し、レビュー

を継続した。また、実際のアレルギー疾患、

シックハウス症候群の症例についてもその

後の経過も加えつつ考察した。 

文献的検討によれば、ヒトを対象とした

研究においても、実験的研究においても、化

学物質が種々のアレルギー疾患を悪化しう

る可能性が示されている。例えば、

phthalate 、 triclosan 、 bisphenol A 、

chloroform 、 hexabromocyclododecane 、

perfluorooctanoic acid 等がアレルギー疾

患の病態を悪化しうることが報告されてい

る。また、その悪化メカニズムも細胞・分子

レベルで示されつつある。 

症例の考察によれば、主訴をいかなる症
状ととらえるかにより、また、特に経過の長
い症例においては、発症後の時間経過や時
期によっても、狭義のシックハウス症候群
とアレルギーの悪化を厳密に判別すること
が難しい場合があることも示された。また、
狭義のシックハウス症候群とアレルギー疾
患の悪化は共存しうることも想定された。
一方、シックハウス症候群から、いわゆる
multiple chemical sensitivity へと進展
が疑われた症例も複数あった。 
以上より、ある種の化学物質やいわゆる
‘シックハウス’の状態は、アレルギー疾患
を悪化しうると考えられる。内在する分子
生物学的メカニズムも明らかにされつつあ
る。今後、いわゆる‘シックハウス’おける
アレルギー疾患の再燃、悪化について、どの
ように考え、言及、診断するか、検討、討議
し、コンセンサスを得る必要がある。特に、
アレルギー疾患に関連する症状の悪化をシ
ックハウス症候群や、いわゆる‘シックハウ
ス’状態と関連付けて考えることにより、シ
ックハウス症候群を早期に診断できる可能
性があることは、非常に重要な点と考えら
れる。もちろん、その後のいわゆる multiple 
chemical sensitivity への進展を防ぐこと
にも、有用であることも期待された。 

平成 28年度： 

化学物質曝露により発症する狭義のシッ

クハウス症候群は、建物内における化学物

質の関与が想定される皮膚・粘膜症状や頭

痛・倦怠感等の多彩な非特異的症状群であ

り、明らかな中毒、アレルギーなど、病因や

病態が医学的に解明されているものを除く

と定義されているが、一方、化学物質、例え

ば、建物内における化学物質曝露が、既存の

アレルギー疾患の再発、再燃や悪化と関係

しうることは、臨床的にもしばしば経験さ



れるとし、「明らかな中毒、アレルギーなど、

病因や病態が医学的に解明されているもの

を除く。」という立場を取ると、アレルギー

疾患患者や既往者における、アレルギー症

状の再燃や悪化は、アレルギー疾患そのも

のによる症状であり、建物内の化学物質と

の関係の有無は問われない可能性が残ると

指摘している。換言すれば、「アレルギー疾

患患者や既往者には、狭義のシックハウス

症候群は起こりえない。」と言う考え方にも

つながりうる。こうした背景から、化学物質

曝露とアレルギー疾患の関連、特にアレル

ギー疾患の再燃や悪化について、情報・知識

を共有し、コンセンサスを得るため、シック

ハウス症候群とアレルギー疾患、化学物質

とアレルギー疾患に関する研究論文を検索

した。さらに、今年度は、アレルギー疾患の

中でも、気管支喘息、あるいは、アトピー性

皮膚炎に関する研究論文も加えて検索し、

レビューを継続した。また、実際のアレルギ

ー疾患、シックハウス症候群の症例につい

てもその後の経過も加えつつ考察した。 

文献的検討によれば、ヒトを対象とした

研究においても、実験的研究においても、化

学物質が種々のアレルギー疾患を悪化する

可能性が示されている。例えば、phthalate、

triclosan、bisphenol A、chloroform、

formaldehyde、hexabromocyclododecane、

perfluorooctanoic acid 等がアレルギー疾

患の病態を悪化しうることが報告されてい

る。また、その悪化メカニズムも細胞・分子

レベルで示されつつある。 

症例とその考察によれば、多彩な症状の

中で、主訴を何と捉えるかにより、また、特

に経過の長い症例においては、発症後の時

間経過や時期によっても、狭義のシックハ

ウス症候群とアレルギーの悪化を厳密に判

別することが難しい場合があることが示さ

れた。また、狭義のシックハウス症候群とア

レルギー疾患の悪化は共存しうることも推

定された。一方、シックハウス症候群から、

いわゆる multiple chemical sensitivity

へと進展が疑われた症例、職場における何

らかの化学物質曝露が誘因と考えられた症

例も複数存在した。 

以上より、ある種の化学物質やいわゆる

‘シックハウス’の状態は、アレルギー疾患

を悪化しうると考えられる。内在する分子

生物学的メカニズムも明らかにされつつあ

る。今後、いわゆる‘シックハウス’おける

アレルギー疾患の再燃、悪化について、どの

ように考え、言及、診断するか、検討、討議

し、コンセンサスを得る必要がある。特に、

アレルギー疾患に関連する症状の悪化をシ

ックハウス症候群や、いわゆる‘シックハウ

ス’状態と関連付けて考えることにより、シ

ックハウス症候群を早期に診断できる可能

性があることは、非常に重要な点と考えら

れる。もちろん、その後のいわゆる multiple 

chemical sensitivity への進展を防ぐこと

にも、有用であることが期待される。また、

自宅のみならず、職場における化学物質曝

露にも留意する必要があることも示唆され

た。 

 
○松田哲也分担研究者 

平成 27年度： 

広義のシックハウス症候群（sick house 

syndrome: SHS）の発生原因としては、化

学的要因、生物学的要因、物理的要因や心理

的要因などさまざまな要因が指摘されてい

るが、要因の１つとして、建材や建材関連



品、日用品から放散する匂いの影響につい

て注目した。 

これまで、匂いの情報処理に関する脳領

域などの研究はあるが、匂いが持続的に脳

にどのような影響をあたるかという観点か

らの研究はなかった。そこで、心地よい匂い

と不快な匂いを嗅いでいる時の安静時脳活

動を測定し、不快な匂いが安静時の脳活動

に与える影響を調べ、SHSの要因を探る予備

的な検討をおこなった。 

被験者に９種類のアロマオイルに対する

好み（好き—嫌い）を VAS で評価してもらい、

その中で、最も評価の高いものを好きな匂

い、最も評価が低いものを嫌いな匂いとし

た。課題条件は、匂い刺激なし条件（コント

ロール）、好きな匂い条件（快条件）、嫌いな

匂い条件（不快条件）の３条件とした。それ

ぞれの条件中の安静時脳活動を fMRI で測

定し、SPM12 を用いて解析を行った。安静時

脳活動を求める VOI は内側前頭葉(MPFC)と

した。 

 その結果、コントロール時の安静時脳活

動は、内側前頭葉(MPFC)に加えて、線条体、

後部帯状回(PCC)、前頭眼窩野、前頭前野背

外側部などの脳活動がみられた。一方、快条

件では、MPFC に加え、PCC、前頭前野、島皮

質などの活動がみられ、不快条件では、MPFC、

PCC、上前頭回などの活動がみられた。快条

件、不快条件ともにコントロール条件と比

較すると、脳活動は低下していた。また、快

条件とコントロール条件を比較し、快条件

により強く活動している領域を求めたとこ

ろ、有意な領域は認められなかった。不快条

件とコントロール条件を比較し、不快条件

により強く活動している領域を求めたとこ

ろ、前頭前野背外側部の活動が認められた。

さらに、コントロール条件で不快条件と比

較しより強く活動している領域を求めたと

ころ MPFC の活動が認められた。 

 これらの結果から、快な匂いは、匂いを嗅

いでいない状態と比較し違いは認められな

かったが、不快な匂いを嗅いでいる時は、前

頭前野の活動がより強くなり、MPFC の活動

は低下していた。これらのことから、不快な

匂いは安静にしている脳に何らかしらの影

響を与えていることが明らかになった。今

後この不快な匂いが安静時脳活動にどのよ

うな影響を与えているかについて、より詳

細な検討ができるように新しい解析法を導

入し検討することが必要である。 

平成 28年度： 

心地よい匂いと不快な匂いを嗅いでいる

時の安静時脳活動を測定し、不快な匂いが

安静時の脳活動に与える影響を調べた。さ

らに、匂いに対する注意が、その匂いに対す

る自覚的感度がどのように変化するかにつ

いて調べた。 

 その結果、快な匂い、不快な匂いを嗅いで

いる時の安静時脳活動を Network Based 

Statistic 解析を用いて、コネクトーム解析

を行ったところ、快な匂いを嗅いでいると

きは、FFG-Putamen-thalamusのネットワ

ークを中心に多領域とのネットワークが認

められたが、不快な匂いを嗅いでいる時は、

快な匂いと比べてネットワークの数が少な

くなり、内側前頭葉一大脳基底核の強いネ

ットワークが認められた。また、匂いに対す

る注意機能の影響については、匂いに対す

る注意が逸らされた状態では、不快な匂い

に対する自覚的感覚は、快な匂いに対する

自覚的感覚よりも低下する検討が認められ

た。ただし評価値の個人差が大きいことか



ら匂いに対する感受性の強さの個人差を検

討する必要があることが示唆された。 

 

〇欅田尚樹分担研究者 

平成 27 年度： 

シックハウス症候群の現状を評価するた

めには，室内空気質の適切な分析が必須で

ある。これまで各種の拡散サンプラーを開

発し，過去に全国の一般住宅の実態調査を

実施した。引き続き本研究では，横浜市に

おける公共住宅と一般住宅の室内空気質の

調査を実施し，厚生労働省により指針値が

策定されていない物質も含めた幅広いガス

状化学物質について濃度測定評価を行うこ

とを目的とした。横浜市内の公共建築物 18

施設および横浜市周辺区域の一般住宅 77

戸における屋内・屋外での空気環境中化学

物質濃度の夏季および冬季における実態を

４種の拡散サンプラーを用いて調査した。 

ほとんどの化学物質濃度は屋外より室内

の方が高く存在したが，オゾンについては

屋外空気質の寄与が大きく，特に冬季につ

いてはこの傾向が顕著だった。公共建築物

においては，夏季および冬季の屋内・屋外

とも調査対象化学物質の中では厚労省が策

定した室内濃度指針値および暫定目標値

（以下，指針値等）を超過した物質はなく，

室内空気質は良好であった。一方，一般住

宅屋内においては夏季 15戸（19%），冬季 4

戸（5%）の住宅にて何らかの物質の濃度が

指針値等を超過していた。公共建築物と一

般住宅との比較を行ったところ，公共建築

物における化学物質の屋内濃度の総和は夏

季，冬季とも一般住宅より低い値を示して

いた。また，個人の一日化学物質曝露量で

は，自宅の寄与が最も大きいことがわかっ

た。以上のことから、空気質に関し，多く

の人が曝露される曝露源が屋内にあること

が改めて確認されるとともに，一般住宅に

比し，建築物における衛生的環境の確保に

関する法律（ビル管法）による規制を受け

る建築物における空気質の方が良好である

ことが確認された。 

平成 28 年度： 

厚生労働省において、平成 9 年にホルム

アルデヒドの室内濃度指針値が設定された

のをはじめ，平成 14年 1月まで「シックハ

ウス(室内 空気汚染)問題に関する検討会」 

を開催し，13の物質について指針値を設定、

また平成 24 年より検討会を再開し新たな

知見に基づいて，指針値の改訂及び新しい

対象物質の検討が進められてきていること

から、各種の拡散サンプラーを開発し，過

去に全国の一般住宅の実態調査を実施した。

そこで、今年度の研究では，上記実態調査

における濃度分布について改めて評価した。

空気環境中化学物質濃度の夏季および冬季

における実態を４種の拡散サンプラーを用

いて調査した結果について濃度分布を評価

した結果、室内化学物質濃度として高値を

示したのは，これまでに報告されているよ

うに，ホルムアルデヒド，アセトアルデヒ

ド，アセトン，トルエン，リモネンなどで

あった。さらにこれまでほとんど評価され

てこなかった，酢酸，蟻酸などの酸性ガス

の濃度が高いことが確認された。濃度分布

から、生活様式に左右されると考えられる，

パラジクロロベンゼン，α-ピネンなどにお

いて一部の家屋で極端に高値を示す例が確

認された。 

よって、指針値の設置等により室内空気質

は改善傾向にあるが新たな化学物質の課題

や，従来あまり検討されてこなかった化学

物質において，使用化学物質の変化，生活

様式の変化等により，一定の比率で高濃度

曝露があり，今後の継続したモニタリング

評価が必要であると結論づけた。 

 

〇田辺新一分担研究者 

平成 27年度： 

室内汚染物質についての指針値が検討さ

れて以来、約 10 年が過ぎている。しかし、



指針値に定められた化学物質以外の代替物

質による問題が新たに指摘され、準揮発性

有機化合物(SVOC)による室内汚染が懸念

されている。室内における SVOC汚染物質

は可塑剤、難燃材、殺虫剤などが挙げられて

おり、特にプラスチック製品に含有されて

いるフタル酸エステル類とリン酸エステル

類が主な汚染物質であると報告されている。

室内で使用されるプラスチック製品から空

気中に放散された SVOCは、空気中に存在

することより、ハウスダストや室内表面に

付着することが多いと報告されている。室

内の SVOC汚染物質は数多いが、室内の空

気・ハウスダスト中には DBP、DEHP など

のフタル酸エステル類濃度が高く、検出頻

度も高いと報告されている。また、室内の

SVOC汚染に対する曝露は呼吸、経口、経皮

の三つの経路が挙げられており、成人より

幼児や子供のリスクが高いと報告されてい

る。床上で生活をしている日本人、特に幼児

や子供の場合はPVC系の床表面と皮膚が接

触する機会が多いと考えられる。そのため、

室内での SVOC汚染源の把握や放散メカニ

ズムを明らかにし、室内における SVOC汚

染濃度を削減する必要があると考えられる。

本研究ではマイクロチャンバーを用いて

PVC 建材からの放散速度と試験片の表面

SVOC ブリードアウト量を測定することで、

PVC建材から放散する SVOC物質の同定と

放散特徴を測定した。測定した建材は 5 種

類の PVC 建材であり、分析対象物質は 12

物質であった。今回測定した建材から 2E1H、

DEP、C16、DBP、DEHPが放散された。ま

た、2E1H、DEP、DBP、DEHPの検出頻度は

100％であり、特に DEHPの放散速度は他の

物質より高く測定された。また、放散速度の

実験の後、試験片の表面ブリードアウト量

を測定した結果、DEHP 濃度が高く測定さ

れた。建材の表面から空気中に放散される

量より、建材内部から染み出た DEHP が試

験片の表面に高濃度でブリードアウトされ

ることが分かった。 

平成 28年度： 

床表面に堆積する SVOC物質や真菌数に着

目し、様々な掃除方法を用いて床面の汚染

物質の除去率に関する測定を行った。掃除

方法は、一般家庭で使用している雑巾、真空

掃除機、真空掃除機と雑巾、スチームクリー

ナーなどの条件であった。SVOC 表面濃度

の場合、雑巾、掃除機、掃除機と雑巾の条件

では、掃除前の SVOC表面濃度に比べ、大

きな削減はできなかった。掃除前の表面

DEHP 濃度は 11000［μg/m2］であり、雑巾

のみの場合は初期の DEHP濃度より約 30%

削減されていることが分かった。また、掃除

機のみの場合は他の掃除方法より DEHP 濃

度の削減が最も少なかった。一方、スチーム

クリーナーの条件の表面DEHP濃度は 4500

［μg/m2］で、除去率が約 60%を示した。表

面真菌数の結果も SVOC濃度と同じ傾向が

見られた。掃除機のみの条件の場合、他の掃

除方法より最も低い除去率を示した。今回

の実験により、掃除機のみで床面に付着し

ている SVOCや真菌を削減することは難し

いと考えられた。また、床面に堆積している

ダストのみではなく、表面に堆積した

SVOC 物質を除去するためには、掃除機と

雑巾を一緒に使用するか、スチームクリー

ナーなどを用いた方がより効果的であると

考えられた。 

 

 



○平成 27～28 年度研究の結論 

既存研究で提案されたシックハウス症候

群に関する診断基準と臨床分類を検証し、

標準化された適切なものが確立されれば、

全国の研究・医療機関に、統一した診断基

準・対策マニュアルを提供（ガイドライン作

成）することができる。これにより、全国的

に発生している患者実態を正確に把握する

ことが可能になり、シックハウス症候群の

予防および診療に関わる厚生労働行政施策

の策定に寄与することが大いに期待できる

が、今年度の研究によってその基盤となる

成果が得られた。 

また経年的な発生と罹患状況の把握、建

築工学的な健康影響を把握することが可能

になり、行政的な対策の評価が可能となる

基礎的・応用的データも得ることが出来た

ことは、適切にシックハウス症候群を診断

する根拠となりうるものである。 

 


